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日 米 の 制 度 の 違 い に つ い て
総務研究官 高木 喜一郎
先月 、日米科学技術 議員連盟の東京会合 のレセプシ ョンの際 、米出席者 のひ とりが 、苦笑 しなが
ら、 「これか ら大統領選挙 までの 間、米国 の動 き(特 に ワシン トン)を 表面 で見て 、米 国を判断 し
ないで頂 きたい 。ノー マルな状況 にはないのだ から。」 と発言 した ことを気 に していた 。その後 、
間もな くわが国の政界 の り一 ダーの発言の一部 を とらえて、米国の マス コ ミ等が感情 的に反応 した
ことで、発言の タイ ミングの悪 さも含 めて納得 できた。
さて同 じ席で 、米議会 スタ ッフか ら意表 を突 く質 問を受 けた 。 「貴研究所 の活動は 、米 には同様
の研究所 がないので 、非常に関心 がある。研究 成果 が行政府の政策 とベク トルの向 きが異 なった場
合 の取扱いを伺 いたい 。か って宇 宙ステー シ ョン計画 につき、議会 ス タッフの まとめ た報告がNA
SAの 計 画を中止す る方向であ ったためで ある。計画 は最終的には推進を継続す ることとなった。」
との趣旨であった。
米国の科学技術政策 の策定過程 がわが国 と異 なるこ とや 、議会制度の相 違点、米国に科学技術会
議や科学技術庁 に対応 す る機 関が ない ことか らも理解 して頂 け ると思 うが 、ベク トルが大幅に異 な
る研究報告 が、作成 され る可能性 は余 りない と思うと答 えたが果 して満足 して頂 けたか 自信 はない。
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1。 最 近 の動 き/CurrentTopics
◎ この度 、大蔵省印刷局 よ り、科学技術庁科 学技術政策研究所編r体 系科学技術指標一 日本の科
学技術活動の体 系的分析一」(1991年 版)が 出版 された 。本書 は、NISTEPREPORTNo.19に基
づ き編集 されたものである。
◎主 要 来 訪者 一 覧/ForeignVisiterstoNISTEP
2/6(木)KongHowKooi(マ レー シア科 学 技術 環 境 省 次 官 補)
◎政 府 資 料 ア ブス トラ ク ト誌 の 掲載 資 料 年 間 利 用状 況(1991No.10～1991No.1Dで当所 の レ ポー5
が9位 と17位 とな った。
<9>国立 試 験研 究 機 関 と基 礎 研 究
一国 研 に お け る基 礎 研 究 の振興 を め ざ して 一(NISTEPREPORTNo.20)
<17>体系科 学 技 術 指 標 一我 が国 の科 学技 術 活 動 一(NISTEPREPORTNo.19)
2。第8回 科学技術政 策研究国際 コンファレンスの開催につい て
(1)趣 旨
当研究所 におけ る研究成果 の普及 、所外有識者 との意見交i換を通 じた研究活動 の高度化 、今
後 の中長期 的研究 課題 の発掘 、科学技術政策研究 における国際的なネ ッ トワー クの構築等 を 目
的 と して、科学技術庁科学技術政策研究所 の主催 により 「第8回 科学技術政策研究 国際 コンフ
ァレンス」 を開催 す る。
今 回は著名学者のみな らず 、各国の若手研究者や科学技術政策立案 関係者 にも広 く呼びかけ 、 シ
独創性 に富 むコンフ ァレンスをめ ざす 。
同 コンファレンスには、米国 ジョー ジメイ ソン大学キ ャッシュ教授 、独国労働技術 研究所 レー
ナー所長等各国の科学技術政策研究の第一線研究者 、並び に豪州首相科学会議 クレイ グ委員 、








科 学技 術 政 策研 究
"グ ロー バ ル科学 技 術 政 策 の新 た な展 望 を め ざ して"
(NewPerspectivesonGlobalScienceandTechnologypolicy)
(4)目 的
科学技術の進 化やイ ノベー シ ョン、その普及 は国家の経済発展 の原動力であ り、日本 はこ
の 点に関 して一 応の成功 を収めて きた。 しか し、現在 、科学技術 の果 たす役割 は一国家 的問
題 を超 えるものであ り、ま さに グローバルな文脈 の中で考察 されなければ ならない。
グローバルに展 開 され る経済活動の中で 、いかに科学技術が進展 しうるのか 。その科学技
術 の進展は 、い かに して各 国の経済発展 に寄与 しうるで あろうか。そのとき日本 として はど
の様 な発展経路(パ ター ン)の 実現が可 能であ り、科学 技術 を通 じて、どの様 に世界 に貢献
で きるであろ うか。これ らの諸 問題が検 討 され なければな らない。
今回の コンフ ァレンスで は、グローバルな視野の下 での科学技術 政策を対象に 、それが科
学技術の進化や イノベー シ ョン、科 学技 術知識 の伝播 、経済効率 と競争力の獲得 などに果 た
す役割 について取 り上 げ る。また、その策定 と実践において、政府 、大学 、民間企業が果 た
すべ き役割 を検討す る。
(5)プ ログラム(参 加者よ り送 られて くる論文 サマ リーntを踏 まえ見直す可能性 あ り。)
3月9日(月)
セ ッシ ョン1:科 学技術政策研究
セ ッシ ョン2:公 的政策
セ ッシ ョン3:技 術革新 プロセス
8月10日(火)
セ ッシ ョン4:国 際化
セ ッシ ョン5:R&D戦 略
セ ッシ ョン6:科 学技 術に係 る最近の動 き(6-1:一 般6-2:環 境)
8月11日(水)
ラウン ドテー ブルeデ ィス カッシ ョン:セ ッション1～6を 踏 まえ、グロ・-tバルな視野
の下での科学 技術政策を対 象に、それが科 学技術の進 化やイ ノベー シ ョン、科
学技術知 識の伝播 、経済効 率 と競争力の獲 得な どに果 たす役割 、およびその策
定 と実践において、政府 、大学 、民間企業 が果 たすべ き役割 を検討 する。
(6)一 般参加
一般 の聴講 が可能 。
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本年1月24日、科学 技術会議(議 長:宮 澤喜一 内閣総 理大 臣)は 、本会議 を開催 し、諮 問第18号
「新世紀 に向 けて とるべ き科学技 術の総合的基 本方策 について」に対す る答 申(第18号答 申)を 決
定 した。出席者 は 、総理 、8人の関係省庁大 臣(大 蔵 、文部 、経済企 画 、科学技術 、厚生 、農林 、通
商産業 、郵政)お よび 内閣官房長官 、日本学術 会議会長な らびに森亘先生 をは じめ とす る5人の学識
経験者で あった 。この場で決定 された第18号答 申は、1984年11月に出された第11号答申(諮 問第11
号 「新た な情勢変化に対応 し、長期的展望 に立 った科学技術振興 の総合的基本方策について」に対
す る答申)に 替わ って 、国全体で取 り組 むべ き科学技術活動の方向 を示す とともに、今 後10年間に
政府が とるべ き科学技 術政策 の基本 を示す役割 を担 っている。本稿では、同答 申の調査審議 の一端
に参加 した立場か ら、その特徴 を紹介する こと としたい 。
1984年の第11号答 申は 、日本 が欧米 諸国 と並ぶ技術先 進国の一員 となった との認識 に基 づ き、
「創造性豊 かな科学技術 の振興」 、 「人間及び社会 との調和あ る科学技術 の振興 」 と 「国際性 を重
視 した展開」 の8点 を機軸 とした科学技術政策 の展開を提言 したものである。その後7年間を経過 し、
科学技術 をめ ぐる情勢 は、大 き く変化 した 。ちなみに、その情勢変化 につ いては、第18号答申は 、
次 のような認識 を示 してい る。
①国民 か らみた科学技術に対す る要請の変化
国民 の意識が物質的な豊 か さか らゆ とり ・潤い ・快適 さといった精 神的 ・心理 的 な豊 か さを
求 め るものに変わ って きた。 さらに、人 口構成の急激 な高齢化 、中堅 労働力の減少 などが新 た
な社会 的課題 として浮 かび上 がって きた。
②科学技術 自体の変化
近年科学 と技術 が接近 し、融合 する傾向が顕著 となって きてお り、今後の科学技術発展の た
めには基礎か ら応用 ・開発 までバ ランスの とれた総合的研 究開発能力 の酒養 と、広範 で質の高
い科学技術 の知識蓄積(知 的 ス トック)が 重要 となって きてい る。 しか し、基礎研究の主要 な
担い手た るべ き公 的研究 部門は弱体で あ り、日本 の科学技術 の構造をバ ランスの悪 いもの にし
てい る。
③国際環境の変化
地 球環境 問題へ の対処 、食料 の確保 など人類共通の課題 が重要 とな って きてい る。他方 、日
本は 、豊かな経済力 と世 界有数 の科学 技術 力を有 し、国際社会 の中で その立場 にふ さわ しい責










このよ うな認識を踏 まえて 、第18号答 申は、21世紀 に向けて 日本 が取 り組むべ き科学技術 の目標
として 、①地球 と調和 した人類の共存 、②知的 ス トヅクの拡大 、③ 安心 して暮 らせ る潤 いのある社
会 の構築 を示す とともに、その達 成のため に、政府の研究開発投資額 を早期 に倍 増す る ことなどに
よる公的研究開発活動 の拡充や 、研究者の流動 化の促進 など若 手研究者が能力を発揮 しやすい環境
条件 の整備 などの施策 の実施を強 く政府に求めたもの となってい る。
内閣総理大臣か ら科学技術会議 へ21世紀 に向 けて とるべ き科 学技術政策の基本 を問 う第18号諮問
が出 され たのは 、1990年6月のことであった。科 学技術会議で は、答 申の検討 を総合計画部会(部 会
長大澤弘之科学技術会議議員)に 委ね、さらに同部会で は、答 申の具体的中身を集中的 に議論 する
ために総合分科会(主 査大澤議員)と 重要研究 開発分野分科会(主 査飯塚 幸三(株)ク ボタ常務取
締役)を 設 けた 。さらに、総合分科会では 、人材小委員会(主 査市川惇信 国立環境研究所副所長)
と研究開発投資小委員会(主 査吉村融埼玉大学大学院政策科学研究科長)を 設 けて科学技術人材 の
供給確保 と能力発揮条件の整備 および研究 開発投資の あ り方 について 、別 途集中的に議論す る体制
を整 えた 。
科学技 術政策研究所 か らは 、このような調査審議体制の申 に、4人 の所員が参加 してい る。川崎
前所長(現 在新技術事業 団専務 理事)お よび村上現所長(昨 年6月所長就任 後)(両 者 とも総合分科
会に参加)、 筆者(人 材小委員会)お よび第1研 究 グルー プの馬場主任研究官(研 究 開発投資小委
員会)で ある。
このよ うな体制によ る調査審議が本格化 した のは、1991年に入 ってからであった 。調査審議 に参
加 し、あ るいは総合計画部会や総合分科会の審 議を傍聴 した筆 者に とって特に印象深 か ったの は、
人材 の問題 にお ける当研究所の貢 献である。若 者の科学技術離 れの傾 向は 、筆者 の属す る第1調 査
研究 グル ープの調査研究 および最近 の世論調査 の結果 の時間変 化を分析 した第2調 査研究 グルー プ
の調査研究 によって、当初言われていたような理工系学生の製 造業離れだ けではな く、極めて広範
な若者 にみられ る根の深い問題であ ることが明 らかになったのであ るが 、そのよ うな成 果に基づ く
危機感の高 まりから、人材問題に集 中す るグルー プとして特別 に人材小委 員会が設 けられたのであ
る 。この ように 、当研究所の調査研究の成 果は、 この答申の調査審議に大 きな影響を及 ぼ したので
ある。
また、若手研究者の能力を十分 に発揮 させる見地か ら第18号答 申では研究者の流動性 の促進 が強
く打 ち出 されているが 、この提言 は人材小委員会 での議論 から出て きたものである。このよ うな提
言の背景 には、かねて よ りヨコ型研究 システムを提唱 して きた飯沼光夫人材小委員会委 員の主張 と
ともに 、当時当研究所 で進 めていた国立試験研究機関 における基礎研究 の実態 に関す る調査研究の
成果(昨 年の9月に 「国立試験研究機 関 と基礎研 究」 として公表 。)あ るい は当時第1研 究 グルー プ
の総括主 任研究官であ った児玉文雄氏(現 在ハーバー ド大学客員教授)が 活発 に展開 していた主張
(「研究 を活性化す るためには、研究者の評価 が必要 。研究者 の評価を実効 あるもの とす るため
には・研 究者 の流動性が不可欠 。」 とい うもの。)が あったこ とも紹介 しておきたい 。
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4.海 外 だ よ り/Over$easBrief
4ン ドネシアの科学技術政策 とハ ビビ大臣 一 その1一
イ ン ドネシア研究技術大 臣付科学技術顧 問 尾藤 隆※
〈は じめに)
昨年 の7月 禰旬 、イ ン ドネシアの研究技術担 当国務大 臣で技術評価応用 庁(BPPT)長 官で
あ るハ ビビ大 臣の顧 ぽ として赴任 して以来 、約 半年 を経た 。近年 、 日本企業 においてイ ン ドネシ
アの将来性に対す る関心が高 まってお り、それ に対応 して科学技術 の面で も開発途上国 の技術立
国 を支援す る施策が打 ち出 されるよ うに なってい る。本年秋 には、ハ ビビ大臣一行 が訪 日 し、日
本の最先端技術 の動 向を視察す る予定であ る。 また、NHKもASEAN諸 国の発展ぶ りを紹介
す る番組を制作 中で あ り、イ ン ドネ シアについては、ハ ビビ大 臣に焦点を当てて編集す る と聞い
てい る。日本 とイン ドネシアとの科学技術協力 を進め る上で 、私の半年の経験 がい ささかで もお
役に立 てば と思い本文 を書 き記 した。
(1)大統領 によるハ ビビ招請の背景
イ ン ドネシアの科 学技術政策 は、ハ ビビ大 臣に体現 される 。首相のいないイ ン ドネシア政府で
大統領 に直接面談で きる資格 を持 つ大臣は3人 の調整 大臣であるが 、その下 にいる閣僚 にも関わ
らずハ ビビ大 臣だ けは例外 で、第4の 調整大 臣 と言われてい る。1974年1月、スハル ト大統領の招
きによ り、当時西 ドイツMBB社 の研究 開発関係 トップの重役 ポス トを捨 て帰国(帰 憩 の時には
MBB社 副社長)。2年 の準備を経て4ン ドネシアの製造技術向上 の牽引車の役割を担 うと位置
付けられた国営航空機製造会社IPTNを バ ン ドンに設立 、社長に就任 。1978年、3選 され たス
ハル ト大統領に よる新 内閣で研究 ・技術担当大 臣に就任 。同年BPPT設 立 、長官に就任 。以来 、
大統領 の厚い信頼 の下 で、この国 の技術政策 の中心人物 として現在 に至 ってい る。従 って、イン
ドネシアの科学技術政策を知 るためには、同国 の開発政策の基本 である五 カ年 計画(REPELITA)
(レペ リタ)と 、ハ ビビ大臣の人 とな りを知 ることが重要にな る。
04ン ドネシアの経済発展路線 は、亙967年のスハル ト政権確立 から始 まった 。
それ までは、宗教 、イデ オロギー民族の差異 を克服 して 、国家の統一 の基礎 となるイ ン ドネシ
アとい う新 しい民族精神を作 り上 げるための混乱 の時代であ っだ。そのためにエネルギーが費や
され 、また、東西冷戦下の独立戦争 とい う過程 で東側 とみな され たため西 側か らの支援が得 られ
ず 、大 多数 の国民が最低生活 に置 かれ 、人 口は増 え続 け、国 は多額の債務 を抱 える状態であ った 。
スハル ト政権 の確立 は、国家の統一 とい う国是 をよ り安定 なものにし、親西側政策へ転 換 させ 、
経済建設 の道へ進む事を可能 に した。イ ン ドネ シアの圏割は大統領制であ り、5年 ごとの総 選挙
で選 ばれ る新 しい国会議員 と別途大統領 が任命す る国民各 グルー プの代表 から構成 され る国民協




統領 に よって 内閣が組織 され る。1968年スハル トが大統領 に就任 し、翌年 、経済発展五 カ年計画
が定め られ 、以来 、この国 の毎年 度の予算 や政策は 、正 副大統領の就任 ごとに新 たに定 め られる
五 カ年計画の実現 を 目標 に策定 され実施 されてい る。従 って現在 は、1989年4月1日に始 まり1994
年3月末 に終 わる第5次5五 カ年計画の最中に当た る。
O第1次 五 カ年計画 の さ中の70年 代初頭 、スハル ト大統領 は、1994年までに21世紀以降 におけ
るイン ドネシアの発展 の基礎を作 ること、そのため米国 、 ドイツ、 日本の経験 を踏 まえ製造業 を
振興す ること、製造業 にお ける付加価値の基 である技術の レベルを出来 るだ け向上 させ ることを
指令 した 。これがハ ビビ招請 の背景 であ り、帰 国 したハ ビビに対 し大統領 は、"国 の発展に資 す
べ く技 術分野 を担 え。まず長期戦略 を作成せ よ。長 なが しい議論 を避 け、具体 的成果を上げ よ"
と指示 した とされて いる。五 カ年計画は 、その 当初か ら、第5次 の計画の終了を以て経 済離 陸
(テイ クオフ)の 基 礎を固 める事 を目標 に置い ており、着実 に工業化の道 を走 る路線 を保持 して
きた。ハ ビビ大 臣に期待 されてい ることは、イ ン ドネシアの工業化の早期達成で ある。このため
BPPTの 任務 は 、この国 の産業 や生活文化の技術水準 のレベルア ップを 目に見 える形 で示す事





大臣 は様々 な職務 を兼務 し、その広が りの中で影響力を行使 し、期待 されてい る成果の実現を
目指 してい るが、その職域の広 が りは一朝一夕 に出来 たものではない。イ ン ドネ シアの行政組織
も、他 国 と同様 、例 外な く組織 間の縄張 り意識 が強い 。組 織 は人のつなが りで機能 して 、同 じ役
所内で も横の情報 の行 き来 が少 ない とい う面 も見受 けられ る。従 って 、イ ン ドネシアの持つ科学
技術 の潜在能力 を、ハ ビビ大 臣の考 える方 向へ持 ってい くプ ロセスは 、以 前からある大学 や他省
の古 い研究機関はその ままに し、まず、
※大 臣が直接指揮 しているBPPTとIPTNを 強化充実 させ 、そ こで直接叱咤 し訓練 して人材
を育て る。
※影響力のあ る科学技術界の人物 の中か らこれ と思 う人材を選んで大 臣顧問や長期計画立案の委
員 に任命 し、大 臣の路線に巻 き込 む。 例(研 究諮 問委員会 ①RN),科学 ア カデ ミー(AIPI))
※研究 ・技術担当国務大臣の権能 である、いず れも古 くか らあ る独立研究開発機 関の長の任 命を
可能な ところか ら行 ってい く。 例(LIPIのPf.Samaun,BATANのAhimsa,LAPANのPf.Harsono)
※人材 が育 つに従い ・傘下 の各機 関の要職 に逐次派遣 。 例(BPIS(後 述)下の各企 業 、バ タ
ム産業 開発公社)
とい う現実 的な方法 であり、15年 の年 月をかけ徐々 に進 め られて きた 。(以 下次号に続 く)
※(筆 者は・1989年6月よ り91年5月迄の2年間 、当研究所の総務研究官 に在任)
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調査研究資料 調査費料16外 国技術導入の動向分析一平成2年度一
情報 システム課
「外国為替及び外 国貿易管理法 」等に基づ き、平成2年 度 の外国技術導 入の動 向を分 析 し、と
りまとめた。平成2年 度の外国技術導入の主 な特徴 は以下 の とお りとなってい る。
平成2年 度の新規技術導入契約件数は 、3211件 で 、昨年度 に比べて10。8%の 増加 とな
り過去最高であ る。技術分類(細 目分類)で み ると 「電子計算機」 が1588件 で、全 体の49。
5%(昨 年度 より25。2%増)を 占めてい ることが注 目され、r電 子計 算機 」主導の技術L導入
が続い ている。
相手国別に導入件数 をみ ると、アメ リカが全体 の66%を 占め、昨年度 より17.2%増 で大
幅な増加 とな った。以下 、 ドイツ、イギ リス 、フランス、スイス となってい るが、特徴 としては 、
スイスが昨年度 よ り30.9%の 大幅増 とな っている。これ を技術分類の中分類 でみ る と、アメ
リカか らの 「電気機械器具」が全体 の48%を 占め、昨年度 より27。1%増 である。
次い で、r電 子計算機」の導入相手国をみ ると、アメ リカが1264件 で電子計算機 全体 の7
9.6%を 占め 、以下 、4ギ リス、 カナ ダ、シンガポール と続 いて いるが 、カナダは昨年度 より
80%増 と急増 した。
導入技術を先端投箭分野男‖にみ ると、 「ソフ トウェア」が1519件 で 、圧倒 的に多 く、以下 、
「半導体」 、 「ハー ドウエア」 と続いてい る。
対価の支 払条件 について 、ランニングロイヤルテ ィをみ ると、rそ の他 」料率(%建 て以外 の
もの)が 最も多 くランニ ングロイヤルテ ィ全体 の51.1%を 占め 、以下 、 「2%以上5%未 満」
18.3%、 「5%以上8%未 満」15.8%と 続 く。
対前年比では 、 「2%未 満」 の増加が最も多 く、29.4%増 で ある。
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所r政 策 研 ニ ュー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
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